
 
平成 19 年３月期  第３四半期財務・業績の概況（連結） 

    平成 19 年２月 22 日 

会社名 アルゼ株式会社 （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号：６４２５）

（ＵＲＬ http://www.aruze.com ）   

 代 表 者 役 職 名 代表取締役兼最高経営責任者(CEO)  

      氏 名 余語 邦彦  

問合せ先  責任者役職名 ＩＲ広報室長  

      氏 名 田邊 圭史 
ＴＥＬ：０３－５５３０－３０５５（代表）

     
 

１． 四半期財務情報の作成等に係る事項 
 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：有（詳細は別紙） 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：無 

 
２．平成 19 年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成 18 年４月１日～平成 18 年 12 月 31 日） 
(1)経営成績（連結）の進捗状況                             （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年３月期第３四半期 30,648 (△17.7) 1,209 (  － ) △3,516 (  － ) 13,408 ( － )

18 年３月期第３四半期 37,221 (△39.0) △4,422 (  － ) △7,112 (  － ) △8,855 ( － )

(参考)18 年３月期 48,506 △5,310 △8,578 △12,713 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

19 年３月期第３四半期  167 81 －  － 

18 年３月期第３四半期 △110 83 －  － 

(参考)18 年３月期 △159 11 －  － 

 (注) パーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。 

 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期におけるパチスロ機市場は、原則として本年 6 月末までに全ての 4 号機を 5 号機に入れ

替える必要があります。しかし、５号機の設置比率がようやく 11.2％（※1）になったところであり、

依然として 4号機が市場の大半を占めております。      

このような中、当社は当第 3 四半期において「格闘激戦区」「バーグラー」「サンダーＶスペシャル」

及び「モエるまりんバトる」の４タイトルを発売することで、約 24 千台を販売及び設置し、約 22 千台

のソフト交換を行いました。これにより、当社の 5 号機における台数シェアは 24.5％（※1）となって

おります。なお、パチンコ機につきましては販売を行っておりません。 
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また、当社が 24.2％の株式を保有する持分法適用関連会社であるウィン・リゾーツ社（ＮＡＳＤＡＱ：

ＷＹＮＮ）の子会社であるウィン・リゾーツ（マカオ）が、マカオ特別行政区における営業権サブライ

センス（※2）を、オーストラリアのパブリッシング・アンド・ブロードキャスティング社関連会社へ、



9 億米ドル（約 1,000 億円）で売却いたしました。これに伴い、ウィン・リゾーツ社が平成 18 年 11 月 7

日付で公表した第 3四半期決算報告で、これを営業外収益として計上したため、税引き後利益が約 6億 8

千万米ドル（約 800 億円）となっております。当社は連結上、当第 3 四半期でこの持分割合相当額を約

190 億円の持分法投資利益として特別利益に計上しております。 

また、ウィン・リゾーツ社は１株あたり６米ドルの特別配当を実施し、この支払が平成 18 年 12 月 4

日に当社 100％子会社である Aruze USA,Inc.に対して実行され、約 170 億円の現金収入となりました。 

ウィン・リゾーツ社が運営する 2つのカジノリゾート「ウィン・ラスベガス」「ウィン・マカオ」につき

ましても、好調な稼動を続けております。 

 以上の結果、当第３四半期までの累計は、売上高 30,648 百万円、営業利益 1,209 百万円、経常利益 

△3,516 百万円、四半期純利益 13,408 百万円となりました。 

 

※1 Ｐ-ＷＯＲＬＤ調べ。平成 18 年 12 月 26 日時点。 

 

※2 ウィン・リゾーツ（マカオ）はライセンスを保有したまま、マカオ政府の承認を受けた上で、他のゲ

ーミング運営会社に営業権のサブライセンスを行うことが認められております。今回の営業権サブラ

イセンス売却後も、ウィン・リゾーツ（マカオ）は、平成 18 年 9月にオープンしたカジノリゾート「ウ

ィン・マカオ」を継続して運営しております。 

      
 
(2)財政状態（連結）の変動状況                       （百万円未満切捨て）   

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭

19 年３月期第３四半期 180,110 120,527 66.9 1,502 60 

18 年３月期第３四半期 179,259 109,853 61.3 1,374 83 

(参考)18 年３月期 167,990 108,020 64.3 1,351 89 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第3四半期連結会計期末における総資産は180,110百万円で前連結会計年度に比べ12,120百万円増

加しました。これは主に、投資有価証券が増加したことによるものです。 

負債に関しましては、パチスロ機のレンタル事業に伴う前受金が増加しましたが、借入金の返済によ

る短期借入金の減少により、流動負債が減少（前連結会計年度比 927 百万円）致しました。 

 

 

○添付資料  ・（要約）四半期連結貸借対照表 
 ・（要約）四半期連結損益計算書 
 ・（要約）四半期連結株主資本等変動計算書 
 ・四半期財務情報作成のための基本となる事項 
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【参考】 
 
平成 19 年３月期の連結業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

通 期 37,800 △5,500 10,100

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）125 円 94 銭 
 
［業績予想に関する定性的情報等］ 

  通期業績予想につきましては最近の動向等を踏まえ、平成 18 年 11 月 30 日の中間決算発表時に公表

した業績予想を修正いたしました。詳細は本日別途開示いたしました「平成 19 年 3 月期通期業績予想

の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

※上記の予想は本資料発表日現在において入手可能な情報であり将来の業績に影響を与える不確実な要

因が含まれております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。 
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〔添付資料〕

１．（要約）四半期連結貸借対照表
　　(単位：百万円、％)

当四半期 前年同四半期 （参考）

(平成19年3月期 (平成18年3月期

第３四半期末) 第３四半期末)

金　額 金　額 金　額 増減率 金　額

Ⅰ 流 動 資 産

  1．現 金 及 び 預 金 23,450 43,553 △ 20,102 △ 46.2 37,439 

  2．受 取 手 形 及 び 売 掛 金 11,629 7,435 4,194 56.4 11,578 

  3．た な 卸 資 産 25,163 26,029 △ 865 △ 3.3 23,377 

  4．繰 延 税 金 資 産 2,867 6,505 △ 3,637 △ 55.9 2,919 

  5．未 収 法 人 税 等  －  －  － － 70 

  6．そ の 他 13,952 4,058 9,894 243.8 7,916 

貸 倒 引 当 金 △ 63 △ 169 105 － △ 71 

流 動 資 産 合 計 77,000 87,412 △ 10,411 △ 11.9 83,230 

Ⅱ 固 定 資 産

 (1) 有 形 固 定 資 産

  1．建 物 及 び 構 築 物 6,459 9,120 △ 2,661 △ 29.2 6,707 

  2．機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,915 2,380 △ 464 △ 19.5 2,131 

  3．レ ン タ ル 資 産  － 491 △ 491 － － 

  4．貸 与 資 産 3,238  － 3,238 － 3,302 

  5．ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 施 設 機 器  － 2,836 △ 2,836 － － 

  6．土 地 14,965 16,333 △ 1,367 △ 8.4 15,050 

  7．そ の 他 3,000 3,399 △ 399 △ 11.7 2,635 

有 形 固 定 資 産 合 計 29,579 34,561 △ 4,982 △ 14.4 29,826 

 (2) 無 形 固 定 資 産

  1．の れ ん 412  － 412 － － 

  2．連 結 調 整 勘 定  － 566 △ 566 － 489 

  3．そ の 他 702 1,498 △ 796 △ 53.1 1,069 

無 形 固 定 資 産 合 計 1,114 2,064 △ 950 △ 46.0 1,558 

 (3) 投 資 そ の 他 の 資 産

  1．投 資 有 価 証 券 65,507 44,127 21,379 48.4 49,876 

  2．長 期 貸 付 金 501 367 133 36.3 443 

  3．敷 金 保 証 金 1,332 8,220 △ 6,888 △ 83.8 806 

  4．繰 延 税 金 資 産 58 373 △ 315 △ 84.4 81 

  5．破 産 更 生 債 権 等 3,388 3,834 △ 446 △ 11.6 3,284 

  6．そ の 他 5,128 2,445 2,683 109.7 2,491 

貸 倒 引 当 金 △ 3,544 △ 4,278 733 － △ 3,710 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 72,371 55,091 17,280 31.4 53,273 

固 定 資 産 合 計 103,065 91,717 11,347 12.4 84,658 

Ⅲ 繰 延 資 産

  1．新 株 発 行 費 5  － 5 － 4 

  2．社 債 発 行 費 40 130 △ 89 △ 69.1 97 

繰 延 資 産 合 計 45 130 △ 84 △ 64.9 101 

資 産 合 計 180,110 179,259 851 0.5 167,990 

増　　減
平成18年3月期科　　目

（資　産　の　部）
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　　(単位：百万円、％)

当四半期 前年同四半期 （参考）

(平成19年3月期 (平成18年3月期

第３四半期末) 第３四半期末)

金　額 金　額 金　額 増減率 金　額

Ⅰ 流 動 負 債

  1．支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,661 8,882 △ 2,221 △ 25.0 7,936 

  2．短 期 借 入 金 9,430 21,017 △ 11,587 △ 55.1 16,850 

  3． 1年以内返済予定の長期借入金 317 1,314 △ 997 △ 75.9 1,509 

  4． 1 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 1,350 1,200 150 12.5 2,800 

  5．未 払 金 1,472 1,434 38 2.7 1,162 

  6．未 払 法 人 税 等 586 95 490 512.6 78 

  7．未 払 消 費 税 等 420 113 307 270.6 87 

  8．賞 与 引 当 金 76 211 △ 134 △ 63.8 212 

  9．前 受 金 6,510 － 6,510 － 2,355 

 10．前 受 収 益 7,547 － 7,547 － 3,868 

 11．訴 訟 損 失 引 当 金 1,450 － 1,450 － － 

 12．そ の 他 836 1,419 △ 583 △ 41.1 725 

流 動 負 債 合 計 36,659 35,688 970 2.7 37,586 

Ⅱ 固 定 負 債

  1．社 債 8,350 12,990 △ 4,640 △ 35.7 8,450 

  2．長 期 借 入 金 11,085 13,867 △ 2,782 △ 20.1 11,160 

  3．そ の 他 3,489 2,253 1,235 54.8 2,467 

固 定 負 債 合 計 22,924 29,110 △ 6,186 △ 21.3 22,077 

負 債 合 計 59,583 64,798 △ 5,215 △ 8.0 59,664 

少 数 株 主 持 分 － 4,607 － － 306 

Ⅰ 資 本 金 － 3,446 － － 3,446 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 － 7,503 － － 7,503 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 － 100,632 － － 96,775 

Ⅳ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － 7 － － 42 

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 － 100 － － 2,090 

Ⅵ 自 己 株 式 － △ 1,837 － － △ 1,837 

資 本 合 計 － 109,853 － － 108,020 

負債、少数株主持分及び資本合計 － 179,259 － － 167,990 

Ⅰ 株 主 資 本

  1．資 本 金 3,446 － 3,446 － － 

  2．資 本 剰 余 金 7,503 － 7,503 － － 

  3．利 益 剰 余 金 108,585 － 108,585 － － 

  4．自 己 株 式 △ 1,837 － △ 1,837 － － 

株 主 資 本 合 計 117,698 － 117,698 － － 

Ⅱ 評 価 ･ 換 算 差 額 等 － － 

  1．そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 39 － 39 － － 

  2．為 替 換 算 調 整 勘 定 2,325 － 2,325 － － 

評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計 2,364 － 2,364 － － 

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 464 － 464 － － 

純 資 産 合 計 120,527 － 120,527 － － 

負 債 、 純 資 産 合 計 180,110 － 180,110 － － 

（負　債　の　部）

（少数株主持分）

（純　資　産 の 部）

（資 本 の 部）

増　　減
平成18年3月期科　　目
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２．（要約）四半期連結損益計算書
　　(単位：百万円、％)

当四半期 前年同四半期 （参考）

(平成19年3月期 (平成18年3月期

第３四半期) 第３四半期)

金　額 金　額 金　額 増減率 金　額

Ⅰ 売 上 高 30,648 37,221 △ 6,572 △ 17.7 48,506 

Ⅱ 売 上 原 価 13,923 25,132 △ 11,208 △ 44.6 31,099 

売 上 総 利 益 16,724 12,088 4,636 38.4 17,406 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,515 16,511 △ 995 △ 6.0 22,717 

営業利益又は営業損失（△ ) 1,209 △ 4,422 5,632 － △ 5,310 

Ⅳ 営 業 外 収 益 175 720 △ 544 △ 75.6 720 

Ⅴ 営 業 外 費 用 4,902 3,410 1,491 43.7 3,989 

経 常 損 失 3,516 7,112 △ 3,595 △ 50.6 8,578 

Ⅵ 特 別 利 益 19,547 91 19,456 － 2,921 

Ⅶ 特 別 損 失 1,743 3,698 △ 1,954 △ 52.8 5,779 

税金等調整前四半期（当期）純利益
又 は 純 損 失 （ △ )

14,287 △ 10,719 25,006 － △ 11,436 

税 金 費 用 765 △ 1,573 2,339 － 1,902 

少 数株主利益又は損失（△ ) 112 △ 289 402 － △ 625 

四半期（当期）純利益又は純損失（△) 13,408 △ 8,855 22,264 － △ 12,713 

増　　減
平成18年3月期科　　目
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３．（要約）四半期連結株主資本等変動計算書

当四半期（自平成18年４月１日　至平成18年12月31日） 　　(単位：百万円)

資　本 利　益 株主資本

剰余金 剰余金 合　計

平成18年３月31日残高 3,446 7,503 96,775 △ 1,837 105,887 2,132 306 108,326 

四半期中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △ 1,598 － △ 1,598 － － △ 1,598 

四 半 期 純 利 益 － － 13,408 － 13,408 － － 13,408 

四半期中の変動額合計 － － 11,810 － 11,810 232 158 12,201 

平成18年12月31日残高 3,446 7,503 108,585 △ 1,837 117,698 2,364 464 120,527 

390 
株主資本以外の項目の当四半期中の
変動額（純額）

－ － － 

純資産
合　計

評価･換算
差額等

－ － 232 

株　主　資　本
少数株主
持　分資本金 自己株式

158 
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四半期財務情報作成のための基本となる事項

    当社は、連結財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の利害関係

  者の判断を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続を採用しております。

  〔簡便な手続の内容〕

１． 実地たな卸については継続記録が整備されていることを条件として省略しております。

２． 貸倒引当金の計上基準は、貸倒実績率については前連結会計年度末の実績により計算

しております。

３． 減価償却費については、年間償却予定額の月割額を計上しております。なお、期中に

売却あるいは除却する場合の減価償却費については、売却あるいは除却までの期間に

見合う償却は、通常実施しております。ソフトウェア、営業権及び長期前払費用の償

却も同様です。

４． 法人税等の計上基準は法定実効税率に基づき計算しております。また税効果について

は、連結調整項目を除いて前連結会計年度末より原則見直しをしておりません。

５． 賞与引当金については、当連結会計年度末の繰入見込額を月割で計上しております。

６． 経過・未経過勘定の処理については、計算期間が概ね同じなど大きく変動しないもの

が全般を占めており、前連結会計年度末よりそのまま繰り越しております。
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